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増大するアジア主要港におけるコンテナ取扱貨物量
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1,354

東京湾 
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大阪湾 

9,775 
979

高 雄  

2006年（上段） 
1980年（下段） 

※大阪湾は2005年 
　の数字 
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917
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917

シンガポール 
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1,465
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香 港  香 港  

12,030 
634

12,030 
634

釜 山  
上 海  
21,710 
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上 海  
釜 山  

出典： CONTAINERISATION INTERNATIONAL YEARBOOK  1980 
 March 2007 Containerisation International

港湾取扱コンテナ個数 
（単位：千個） 
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港 　 名  取扱量 港 　 名  取扱量 

1 ニューヨーク/ニュージャージー 

2 ロッテルダム　 

3 香　　港 

5 高　　雄　 

6 シンガポール 

7 サンファン 

8 ロングビーチ 

9 ハンブルク 

10 オークランド 

1,947

1,901

1,465

979

917

852

825

783

782

16 釜　　山 634

1980年 2006年速報値 

1（2） シンガポール 24,792

2（1） 香　　港 23,230

3（3） 上　　海 21,710

4（4） 18,469

5（5） 12,030

6（6） 

ロッテルダム 

9,775

7（7） 

ドバイ 

9,600

8（9） 8,923

9（8） ハンブルク 8,862

10（10） ロサンゼルス 8,469

（単位：千個） （単位：千個） 

　圸 川 深 

釜　　山 

高　　雄 

… 

… 

… 

4 神　　戸 

12 横　　浜 

1,456

722

18 東　　京 

39 大　　阪 

632

46 名 古 屋 20646 名 古 屋 206

254
神 　 戸  神 　 戸  

2,4912,491

2,2622,262

名 古 屋 名 古 屋 ※（34） ※（34） 

※（39） ※（39） 

4 神　　戸 

12 横　　浜 

1,456

722

18 東　　京 632

39 大　　阪 254

東　　京 東　　京 

横　　浜 横　　浜 

大　　阪 大　　阪 

3,6653,665

3,2003,200

1,8021,802

23（22） 23（22） 

27（27） 27（27） 

※（51） ※（51） 
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※は、31位以下のため、具体的順位は不明
（ ）内は2005年の順位

出典：CONTAINERISATION INTERNATIONAL YEARBOOK 1980
March 2007 Containerisation International

【アジア主要港のコンテナ取扱量】 【我が国の主要港の相対的地位の低下】

欧州 
欧州航路 

アジア 

北米 

北米
航路
 

欧州 
欧州航路 

アジア 

北米 

北米
航路
 

我が国に寄港している超大型コンテナ船 
 
 北米航路に12隻（1航路） 
欧州航路に21隻（2航路） 

船  型 投入隻数 
8,000個積クラス 

合計 
21 
21

2007 2008 2009 2010 2011 不明 載荷重量トン数 全長（m） 船幅（m） 必要岸壁水深（m） 満載喫水（m） 

16.0 

16.5

14.5 

15.0

42.8 

45.6

322.9 

336.7

97,941 

109,926

247 

157 

404

10 

21 

31

 

4 

4

4 

15 

19

21 

37 

58

35 

22 

57

39 

17 

56

138 

41 

179

8,000個積クラス 

10,000個積クラス 

合計 

代表的な船型 合計 
（隻数） 

竣工計画（年） 
船  型 

竣工済み 
（隻数） 

21航路に投入 

船  型 投入隻数 
8,000個積クラス 
10,000個積クラス 

合計 

106 
28 
134 4航路に投入 

船  型 投入隻数 
8,000個積クラス 

合計 
27 
27

14.542.8331.57,226

船名 
積載個数 
（個） 全長（m） 船幅（m） 

満載喫水 
（m） 

必要岸壁 
水深（m） 

日本に就航している 
代表的な超大型コンテナ船 

CARSTEN 
MAERSK

16.5

16.0

18.056.4397.611,000
世界最大の 
コンテナ船 

EMMA 
MAERSK

注）2007年7月末時点　出典：各社HP等 

※8,000個積クラス：7,000～8,999個積みの船舶、10,000個積クラス：9,000個以上積みの船舶、2007年3月末時点 
出典：日本海事新聞、海事プレス、Shipping Guide等 

超大型コンテナ船の就航状況
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コストとサービスの比較

【諸外国の状況】 

※東京港で約2万円の料金（平成12年度国土交通省港湾局調べ） 

（社）日本物流団体連合会調査、 
ITと国際物流に関する懇談会資料（H13.3・4月）より 

米　国　　　　：1～2日程度 
英国・オランダ：2～3日 
ドイツ　　　　：2日 
シンガポール　：24時間以内 
韓　国　　　　：2日以内 

スーパー中枢港湾の目標 
2010年度までに船舶入港から貨物引取りが可 
能となるまでの時間を1日程度に短縮する。 

スーパー中枢港湾の目標 
2010年度までに港湾コストを約3割低減し、 
アジアの主要港並みとする。 

51.0（2.1日） 

30.5（1.3日） 
（単位：時間） 

出典：輸入手続きの所要時間調査（財務省関税局） 
※（除週末）のデータについては、海上貨物全貨物の平均値 

54.9（2.3日） 19.7 30.8 4.419.7 30.8 4.4

18.4 29.518.4 29.5 3.13.1

16.5 12.116.5 12.1 1.9

平成16年 

平成18年 

コンテナ 

（除週末） 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

入港～搬入 搬入～申告 申告～許可 

【日本の状況】 

コンテナ取扱総料金の国際比較 
（40フィートコンテナ1個あたり、東京港＝100） 

150

100

50

0

100

65 64

東京港 高雄港 釜山港 

輸入貨物の入港から引取までの時間 

港湾の24時間フルオープン化

平成13年11月29日の港運労使間の合意 

○新総合物流施策大綱（平成13年7月閣議決定）に盛り込まれた港湾の24時間フルオープン化については、最近 
　の港運労使間の合意により大きく進展。 

月～金　8：30～16：30 
　　　（12：00～13：00は昼休み） 
土　　　8：30～11：30 
日祝日　クローズ 
［年末年始休暇（12/31～1/4） クローズ］ 

月～土　8：30～翌朝4：00 
日・祝　8：30～16：30 
［年末年始休暇（12/31～1/4） クローズ］ 

24時間可 
（同上） 

月～金　5：00～翌3：00 
土　　　5：00～15：00 
日　　　クローズ 

24時間可 
（同上） ゲート 

24時間可 
（357.5日） 

24時間可 
（364日） 

24時間可 
（釜山は363日） 荷役作業 

ロサンゼルス（米国） ロッテルダム（欧州） シンガポール､香港､高雄､釜山 日　本（H13年以前） 

24時間可 
［1/1のみクローズ］ 荷役作業 

8：30～20：00 
［1/1のみクローズ］ 

日　本 

ゲート 
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0.0
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1.5

2.0

2.5

3.0

フェリー・RORO コンテナ船 フェリー・RORO割合 

○国際フェリー航路、RORO航路を活用し国内各種輸送モードと組み合わせることにより、アジアとの高速輸送が可能。 
○無振動車、活魚車を利用する特殊貨物や、通常の海上輸送より急ぐ貨物の需要が増加している。 

対中国・韓国  国際フェリー・RORO輸送の貨物量 
（万個） （％） 

（年） 

（年） 

資料：港湾統計（年報）及び港湾管理者ヒアリングより国土交通省港湾局作成 

0 2000 2001 2002 2003 2004 2005
輸出 

輸入 活魚、アパレル、野菜、PC部品 
資料：港湾管理者ヒアリングより国土交通省港湾局作成 

輸出 輸入 

350

300

250

200

150

100

50産業機械（無振動車）、オートバイ、雑貨、タイヤ、PC部品 

～アジア高速輸送圏～ 

※HDS（ホットデリバリーサービス）：即時通関・引き渡しにより「港到着後即日引き渡す」サービス。 

特殊貨物の輸送ニーズ 

（万トン） 

2117151515

518

2.8％ 

503

555

2.7％ 

541

591

2.5％ 

577

682

2.5％ 

666

767

2.7％ 

747

年平均伸び率：13％ 

年平均伸び率：10％ 

2117151515

518

2.8％ 

503

555

2.7％ 

541

591

2.5％ 

577

682

2.5％ 

666

2.7％ 

747

年平均伸び率：13％ 

年平均伸び率：10％ 

183

123

60

176

120

56

183

123

60

176

120

56

182

121

61

138

209

71

269

176

93

320

210

110

182

121

61

138

209

71

269

176

93

320

210

110

年平均伸び率：12％ 北部九州 北部九州 
中国 中国 

上海 上海 

東京 東京 

年平均伸び率：12％ 

767

（3.3日） 
5.1日 

（HDS※） 
コンテナ船 

0.8日 航空 

フェリー・RORO＋陸上輸送 2.3日 

国際輸送ハンドブック、上海スーパーエ
クスプレスHP、道路TIMETABLE、海上
定期便ガイドより国土交通省港湾局作成 

　北部九州を利用するこ　北部九州を利用するこ
とにより海上輸送時間をとにより海上輸送時間を
短縮でき、コンテナ船で短縮でき、コンテナ船で
輸送するより輸送するより2日半速く輸日半速く輸
送が可能。 

　北部九州を利用するこ
とにより海上輸送時間を
短縮でき、コンテナ船で
輸送するより2日半速く輸
送が可能。 

アジア地域との国際フェリー・RORO輸送

経済活動の変化への対応
○経済活動のグローバル化が進展し、中国が世界の生産拠点として急成長している。日系企業も調達・製造・販売
拠点を中国にシフトしており、その結果として対中国コンテナ貨物量は激増し、2004年には対中国貿易額が対
米国貿易額を上回った。増加する日中間の貿易を支える港湾の役割はますます重要となっている。

2005
対中国・香港 対中国・香港シェア 日本全国 
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2000

373

30％ 32％ 33％ 36％ 38％ 
40％ 

396 426 499
567 672

1,262 1,241 1,280 1,376
1,496

1,610

2001 20032002 2004

（万個） （％） 

（年） 

コ
ン
テ
ナ
貨
物
量 

対
全
国
外
貿
コ
ン
テ
ナ
貨
物
量
シ
ェ
ア 

約1.8倍に増加 約1.8倍に増加 

1,610

貿
易
額 

シ
ェ
ア 

35 

30 

25 

20 

15 

10 

5 

0
1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 20062005 （年） 

（兆円） 
30.0 

25.0 

20.0 

15.0 

10.0 

5.0 

0

（％） 

対中国・香港輸出入額合計 対米国輸出入額 

対中国・香港シェア 対米国シェア 

20.1

17.0
13.312.2

18.6

20.320.4

19.2

20.5
24.5

15.1
12.4

26.9

17.8 17.417.4

23.4
25.0

27.8

20.1

17.0
13.312.2

18.6

20.320.4

19.2

20.5
24.5

15.1
12.4

26.9

17.8

23.4
25.0

27.8

19991999 （年） 

（年） 

2005

25,000

30,000

20,000

15,000
10,000

5,000

0
1999

（億円） 

2005

（社） 

（年） 

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0
1999 2005

25,000

（億円） 
30,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

500
6,030億円 6,030億円 

5,040億円 5,040億円 

1,429社 

2,226社 
2,470社 

中国現地法人数〈製造業〉 

主要部素材など 

最終製品など 

主要部素材など 

日本 

中国 中国 

最終製品など 

日本から現地法人への輸出額 

約5.0倍に 
増加 

24,380億円 

25,220億円 25,220億円 

約4.0倍に 
増加 

約4.0倍に 
増加 

現地法人からの輸入額 現地法人からの輸入額 

約1.7倍に 
増加 

■日本法人（製造業）の中国進出 ■対中国コンテナ貨物量の推移

■日本の対中国・米国貿易額の推移

・多くの日系企業が中国に進出した結果、中国国内の現地法人数
（製造業）は6年間で1.7倍に増加

・中国国内の日系企業現地法人の増加に伴い、日本からの現地法
人への輸出額（調達額）は6年間で4.0倍に増加

・同様に現地法人からの輸入額は6年間で5.0倍に増加

・中国に進出した日系企業による貿易量の増加や日中間の経済交流の
拡大により、対中国コンテナ貨物量は5年間で約1.8倍に増加した

・中国との貿易量の急激な増加により、2004年には我が国と中
国の貿易額が米国との貿易額を上回った

「貿易統計」より国土交通省港湾局作成経済産業省「海外事業活動基本調査」より国土交通省港湾局作成

「港湾統計（年報）」より国土交通省港湾局作成
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20,000 

15,000 

10,000 

5,000 

0

50.0 

40.0 
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10.0 

0.0

（千トン） （％） 

平成5年 平成10年 平成15年 

：直送貨物量 ：積替貨物量 トランシップ率 

※海外トランシップ率とは、日本発着のコンテナ貨物のうちアジア主要港で積み替えられて諸外国へ又は諸外国から輸送される貨物。 

海外トランシップ率＝ 
積替貨物量 

直送貨物量＋積替貨物量 

出典：全国輸出入コンテナ貨物流動調査 

トランシップのイメージ 

釜山 

香港 

高雄 

シンガポール 

北米 

アジア 
欧州 

アジア 
欧州、北米 

アジア 
欧州、北米 

欧州 

アジア、北米 

上海 

釜山 

香港 

高雄 

シンガポール 

上海 

欧州 

アジア、北米 

○欧米航路のアジア主要港への寄港便数が増加傾向にある一方で、日本の
港湾への寄港便数は減少。 

○日本発着のコンテナ貨物のうち、アジア主要港で積み替えられ諸外国へ
輸送される貨物量が増大。 

○平成10年当時と比較して約4倍に拡大。全体貨物量に占める割合も5%か
ら15%へと大きく拡大。 

○日本の港湾のフィーダー化が進み、海外の主要港への依存度が高まって
いる。 
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香港 シンガポール 上海 釜山 東京 横浜 名古屋 大阪 神戸 

出典：国際輸送ハンドブックより国土交通省港湾局作成 

我が国港湾とアジア主要港との欧米航路寄港便数の比較 
寄港数／週 

60 

29 31 
25 

42 44 

22 

43 

25 24 
21 

13 

85 

53 5 3 52 

21 20 

86 

46 

27 28 

18 16 

29 

8 

1995年 

2001年 

2006年 

2.1％ 
5.3％ 

15.5％ 

2.1％ 
5.3％ 

15.5％ 

トランシップ率の推移（全国） 

日本の港湾のフィーダー化 ～海外に依存する日本の港湾～

ロッテルダム港 

釜山新港 

上海港（外高橋） 

物流拠点 
約1,100ha

コンテナターミナル 
約530ha

物流拠点 
約165ha

コンテナターミナル 
約200ha

物流拠点（整備中） 
約308ha

コンテナターミナル 
約260ha

資料：各港資料より、国土交通省港湾局作成 

○諸外国では、港湾に隣接する地域に大規模な用地を確保し、コンテナターミナルと一体となった物流拠点形成 
　を戦略的に行っている。 

世界のコンテナターミナルに隣接する物流拠点
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○臨海部※における工場立地は、バブル景気の崩壊後、景気の後退とともに低迷していたが、近年の景気回復
に伴い増加傾向にあり、特に、加工組立型業種、基礎素材型業種の伸びが顕著である。 

○工場立地面積の増加と相まって、臨海部への立地が全体に占める割合も上昇傾向にある。 

出典：「工場立地動向調査（経済産業省）」を基に国土交通省港湾局作成 ※臨海部とは、岸壁（物揚場を含む）・海岸に接する用地又は 
　これらと一体となっている用地を示す。 

4業種別　工場立地面積（臨海部） 
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H1 H3 H5 H7 H9 H11 H13 H15 H17 H1 H3 H5 H7 H9 H11 H13 H15 H17
（年） （年） 

面積（ha） （％） 

加工組立型 基礎素材型 雑貨型 
地方資源型 4業種計 

工場立地動向割合（臨海部／全国） 

0
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20
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30
4業種面積合計の立地割合 

臨海部における工場立地の動向

企業名：製造品目等：設備増設等の投資金額 

所在地：主な利用港 

松下電器産業：PDP：約1,800億円 
　　（尼崎第3工場）：約2,800億円 
 

尼崎市：神戸港 

オプテス：工学フィルム：約100億円 
アイシン軽金属：自動車部品：約65億円 

氷見市：伏木富山港 射水市：伏木富山港 

トヨタ自動車北海道：自動車部品：約50億円 

苫小牧市：苫小牧港 

北越製紙：製紙：約550億円 

新潟市：新潟港 

大平洋金属：ステンレス材料：約215億円 

八戸市：八戸港 

日本製紙：薄物コート紙：約630億円 

石巻市：石巻港 

コマツ：建設機械：約200億円 
日立建機：建設機械：約280億円 

ひたちなか市：常陸那珂港 

コマツ：建設機械：約300億円 

金沢市：金沢港 

タダノ：建設用クレーン：約80億円 

川崎造船：造船：約100億円 

高松市等：高松港 

シャープ：液晶パネル 
　　　  ：約3,800億円 

堺市： 
堺泉北港 

JFE：粗鋼生産：約1,450億円 
ジャパンエナジー：ガス：約505億円 

倉敷市：水島港 

三井化学：耐熱PET樹脂：約20億円 

和木町：岩国港 

三菱重工業 
：太陽電池：約150億円 

諫早市：長崎港 

ダイハツ：完成自動車工場：約490億円 
　　　　：（第2工場）　　：約235億円 

中津市：中津港 

キヤノン：複写機用品：約800億円 

大分市：大分港 

東レ：炭素繊維：約250億円 松前町：松山港 

大王製紙：塗工紙生産設備：約470億円 
丸住製紙：クラフトパルプ：約300億円 

四国中央市：三島川之江港 

王子製紙：塗工紙生産設備：約500億円 阿南市：徳島小松島港 

住友金属：粗鋼生産：約2,000億円 和歌山市：和歌山下津港 

中国木材：製材：約200億円 鹿嶋市：鹿島港 

ポスコ：鋼板コイル：約26億円 
東京製鐵：薄板：約1,220億円 

豊橋市：三河港 

田原市：三河港 

トクヤマ：化学系製品：約450億円 
東ソー：化学系製品：約1,000億円 

周南市：徳山下松港 

トヨタ自動車：エンジン工場：約340億円 
　　　　　　：部品工場：約160億円 
日産自動車：塗装ライン更新：約100億円 
ブリヂストン：ラジアルタイヤ：約285億円 
東邦チタニウム：チタン原料：約396億円 

苅田町：北九州港・苅田港 北九州市：北九州港 

富士通日立プラズマ 
：PDP生産：約850億円 

国富町：宮崎港 

坂出市：坂出港 

凡　例 

出典：国土交通省港湾局調べ 

○最近の臨海部への設備投資は、地方部においても多くみられる。 

○新規立地だけではなく、既存産業の高付加価値化やアジア向け増産のための設備投資も多い。 
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耐震強化岸壁の整備状況

各地震切迫地域における耐震強化岸壁の整備状況 

南関東 東海 東海 

（完了＋整備中）／計画バース 

宮城県東部・ 
福島県東部 

日本海溝・ 
千島海溝周辺海溝 

北海道東部 

秋田県西部・ 
山形県西北部 

新潟県南西部・ 
長野県北部 

名古屋・京都・ 
大阪・神戸地区 

島根県東部 

伊予灘及び 
日向灘周辺 

東南海・南海 東南海・南海 

耐震強化岸壁の未整備港湾 

耐震強化岸壁の整備済・整備中港湾 

※耐震強化岸壁の計画がある重要港湾以上のみ表記 

○海上からの緊急物資輸送拠点として重要な役割を担う、緊急物資輸送に対応した耐震強化岸壁の整備率は 
　約6割となっている。 

地震予知連絡会選定（昭和53年）の特定観測 
地域及び観測強化地域 

東海地震防災対策強化地域、東南海・南海地 
震防災対策推進地域、 
日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策 
推進地域の指定範囲を図示したもの 

整備率（％）＝ 

全国平均整備率（％）＝ 
（155＋49）／336＝61％ 


